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1. はじめに 

 

 2011年東北地方太平洋沖地震では，強震動と津波

により多くの橋梁が被災し，道路ネットワークの寸

断が広範囲で発生した1)．橋梁は，被災者の救助・

救急，さらには被災地の早期復興を実現するために

重要な役割を果たすことから，旧規準で耐震設計さ

れた橋梁の耐震補強を着実に進める必要がある． 

これまでにも，道路ネットワークを俯瞰し，その

中にある複数の橋梁に対して補強優先度をつける方

法が提案されてきた．例えば，橋梁の置かれる場所

の地震ハザードを評価し，適用設計規準に依存する

橋梁のフラジリティを定め，ハザードとフラジリテ

ィから破壊可能性（破壊確率）を算定し，その値の

大小に基づく方法や，さらには，橋梁の補強に要す

る費用と，それにより得られる便益の比から，補強を

実施するか否かの意思決定を行う方法などが提案さ

れている2)-4)．昨今は，道路ネットワークの復旧性

をレジリエンス指標として定量化し，それに基づい

て耐震補強戦略を立案する研究も行われており，単

に経済的損失額の大小ではなく，震災直後にネット

ワークの機能性が低下し，そこから震災前の状態に

戻るのに要する時間が陽に考慮されている4), 5)． 

 本研究は，これら既存研究に対して，震災直後の

ネットワーク使用性の可否を判断できる指標として，

発着地（OD：Origin-Destination）間の通行可能性をOD

間パスの存続確率として定量化し，それに基づく補

強優先度判定法を提案する．提案手法では，強震動

のみではなく，津波までも考慮したマルチハザード

に対する検討が可能である．適用事例として，南海

トラフ地震による強震動と津波を連続して受ける可

能性のある三重県紀北町に提案手法を適用する．強

震動や津波ハザード強度の差異と橋梁の脆弱性を反

映した通行可能性に基づき，補強を必要とする橋梁

群の同定例を示すものである． 

 

2. 南海トラフ地震による強震動と津波を受け

る道路ネットワーク内にある橋梁の補強優

先度判定フロー 

 

 南海トラフ地震による強震動と津波を受ける道路

ネットワーク内にある橋梁の補強優先度判定フロー

を図-1に示す．グラフ理論を基に，道路縁を辺の集

合E，橋梁，OD，および結節点を頂点の集合Vとす

る道路ネットワークモデルGを構築し，全要素の接

続関係を表現することで，OD間パスが複数存在す

る道路ネットワークにおいて，各橋梁の損傷がOD

間パスの存続に及ぼす影響を評価する． 

 

(1)ハザード評価 

 内閣府「南海トラフ地震の巨大地震モデル検討会」6)

（以下，検討会）が作成した強震・津波断層モデルを

基に，断層パラメータにばらつきを与え，橋梁位置毎

の地震および津波ハザードを評価する．地震ハザード

評価では，平均応力降下量を確率変数として，司・翠川7)

の距離減衰式および表層地盤増幅率 8), 9)を用いて地

動最大速度に関する地震ハザード曲線を算出する． 

 津波ハザード評価では，平均応力降下量およびす

べり角を確率変数として，断層モデルから初期水位

を計算し，非線形長波理論 10)を用いた津波伝播解析 
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図-1 南海トラフ地震による強震動と津波を受ける道路ネットワーク内にある橋梁の補強優先度判定フロー 

 

を行い，浸水深に関する津波ハザード曲線を算出する． 

 

(2)橋梁のフラジリティ評価 

 橋梁の損傷度は，無損傷，小破，および大破から

なる3段階に設定し，強震動と津波を連続して受け

る橋梁のフラジリティ評価を行う5)．損傷度は，車

両の通行性に応じて定めており，橋脚および支承の

限界状態を表-1で定義した11), 12)．地震フラジリティ

評価では，検討会が公開する100波の地震波を振幅

調整したものを用いて非線形動的解析を行う．津波

フラジリティ評価では，数値波動水槽13)を用いて，

2.(1)で得た津波波形から橋梁に作用する水平波力

を算定し，プッシュオーバー解析を行う．このとき，

強震動による橋脚の残留変位と剛性劣化，および支

承部の耐力低下を津波作用時の初期条件として引き

継ぐことで，強震動と津波の連続作用を考慮する．

また，津波の鉛直波力による桁の浮き上がり照査も

行う．モンテカルロ法（MCS）に基づき，地動最大

速度と浸水深が与えられたときに各損傷度以上とな

る条件付確率を算定し，地震および津波フラジリテ

ィ曲線を得る． 

 解析対象とする橋梁は，昭和55年および平成8年

の道路橋示方書の基準を満たすI種地盤上に位置す

る橋脚高さ6mの桁橋（以下，それぞれS55橋梁およ

びH8橋梁）を想定し，米田ら14)を参考に試設計した．

また，S55橋梁に鋼板巻立て補強15)を施したものを

S55R橋梁とする．図-2に各橋梁の地震フラジリティ

曲線を示す．図-3には，強震動作用後に無損傷ある

いは小破の状態であり，そこに津波が作用したとき

に大破となる橋梁の津波フラジリティ曲線を示す． 

 

(3) MCSに基づく道路ネットワークの接続性評価 

 橋梁のハザード曲線およびフラジリティ曲線から

算定される損傷確率を用いたMCSにおいて，損傷度

が大破となる橋梁位置で道路ネットワークが寸断さ

れると仮定したOD間パスの存続確率を算定する． 

a) 橋梁の損傷確率の算定 

 図-1【E-1】に示す式を用いて，ハザード曲線に逆

関数法を適用して推定した強震動・津波強度から，

各橋梁の損傷確率を算定する．Pf (j, k)は，強震動に

よって損傷度DSjがdsjとなった橋梁が，連続して発生

する津波によって最終的な損傷度DSkがdskとなる損

傷確率である．P (DSk = dsk | FW = fw, DSj = dsj)は，強震

動と津波の連続作用を考慮したフラジリティ曲線であり，

fFW|H (fw|FH
−1(eptn))は浸水深HがFH

−1(eptn)の津波波力FW

がfwとなる確率密度関数である．FH
−1(eptn)は，津波

ハザード曲線Fhの逆関数と閉区間[0, 1]の乱数eptnか

ら推定されるMCSにおけるn試行目の浸水深である．  

b) 橋梁の通行可否判定 

 図-1【E-2】で示すように，a)で算定した損傷確率

と閉区間[0, 1]の乱数rniを比較することで，各橋梁の

損傷度判定を行い，大破となる橋梁を通行不可とす

る．【E-2】に示すyniは，橋梁iの通行可否を判定する

関数であり，Pfciは，橋梁iが大破となる損傷確率である． 
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【 E-2 】 損傷度に応じた橋梁の通行可否判定

【A】
□南海トラフ地震に関する強震，および津波断層モデルの設定
□解析対象都市および発着地 (OD)の選定

【B】 複数の橋梁の介在する道路ネットワークのモデル化
橋梁，ODおよび結節点を点，それらを結ぶ道路ネットワークを線で表現

( , )G V E

強震動：多数の地震波を用いた非線形動的解析

津波：水平波力を用いたプッシュオーバー解析
鉛直波力と支承部の耐力の比較による桁の浮上り照査

【D】 強震動と津波の連続作用を考慮した橋梁のフラジリティ評価

橋脚の残留変位・剛性低下
支承部の耐力低下を考慮

各断層モデルを用い，断層運動に関する不確定性を
考慮した上で，橋梁位置毎に各ハザード曲線を算出

【C】 ハザード評価

強震動
□モーメントマグニチュード算定
□距離減衰式による最大速度推定
□表層地盤増幅率を用いた地動速度換算

津波
□初期水位変動算定
□津波伝播解析による浸水深取得

【E】 MCSに基づく道路ネットワークの接続性評価
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【 E-1 】 ハザード環境の異なる各橋梁の損傷確率の算定

【 E-4 】 OD間パスの存続可否の判定
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【 E-5 】 OD間パスの存続確率の算定

通行不可能な橋梁位置で道路ネットワークを寸断
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【 E-3 】 各橋梁の損傷を考慮した道路ネットワークモデルの再構築

【 F 】 道路ネットワークの接続性評価に基づく橋梁の補強優先度判定

橋梁iの通行回数Ciを算出し，通行頻度の高い橋梁を同定

OD間の接続性に影響する橋梁を優先的に補強
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表-1 橋梁の損傷度の定義11), 12) 

部材 損傷形式 小破 大破 

橋脚 

曲げ破壊 最大応答変位が降伏変位以上 最大応答変位が終局変位以上 

せん断破壊 － 最大作用せん断力がせん断耐力以上 

残留変位 － 残留変位が許容残留変位以上 

支承 
せん断破壊 

最大作用せん断力が橋軸あるいは 
橋軸直角方向の降伏耐力以上 

最大作用せん断力が橋軸あるいは 
橋軸直角方向の終局耐力以上 

桁の浮き上がり 鉛直波力が鉛直方向の降伏耐力以上 鉛直波力が鉛直方向の終局耐力以上 

 
図-2 地震フラジリティ曲線 

 

 
図-3 津波フラジリティ曲線 

 

 
図-4 道路ネットワーク（三重県紀北町） 

 

c) 道路ネットワークモデルの再構築およびOD間パ

スの存続可否の判定 

 通行不可となる橋梁位置で道路ネットワークの寸

断を想定して，道路ネットワークモデルの再構築を

行う．図-1【E-3】に示すGnは，再構築後の道路ネッ

トワークモデル，Vbは橋梁を表す頂点の集合，vは橋

梁，uは頂点，uvは頂点uとvを結ぶ辺である．再構築

を行うことで，各橋梁の損傷を道路ネットワークの

形状に反映させ，互いの接続関係を更新する．次に，

ダイクストラ法を用いて，再構築した道路ネットワ

ークモデルにおいて，OD間パスの存続可否を判定す

ることで，各橋梁の損傷による道路ネットワークの

寸断を考慮した上で，発災後にも存続しているOD間

パスの中から最短経路を同定することが可能になる． 

d) OD間パスの存続確率の算定 

以上のa)からc)までの一連の流れをMCSに基づき，

ハザードや橋梁の損傷度判定の乱数を変化させて繰

り返すことで，OD間パスの存続確率PODが算定される． 

 

(4) 橋梁の補強優先度判定 

 OD間パスが存在する場合に橋梁iの通行回数Ciを

算出し，Ci値の大きい橋梁を補強対象とする．これ

により，ハザード環境の違いや道路ネットワークの

接続関係を勘案した上で，OD間のルート確保のた

めに重要な橋梁を同定することができる． 

 

3. ケーススタディ 

 

 南海トラフ地震の発生を想定し，図-4に示す三重

県紀北町にある35橋梁が介在する道路ネットワーク

を対象として，AB間，およびAC間のパスの存続確

率を算定し，AC間の接続性向上のための補強優先

度判定を行った．道路は，国土数値情報16)が公開す

る緊急輸送道路を利用し，橋梁は，地点によらず同年

度の耐震基準で設計されていると仮定した．また，

MCSの試行回数Nは10万回とした． 

 図-4に，一例として橋梁3，橋梁20，および橋梁

28の地震と津波ハザード曲線をそれぞれ示す．各橋

梁が受ける地震および津波ハザードは場所により大

きく異なり，これは各OD間パスの存続確率に反映

される．ハザードを「強震動のみ」，「津波のみ」，

および「強震動と津波」の3種類を想定し，AB間，お 
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表-2 OD間パスの存続確率（S55橋梁） 

ハザード AB間 AC間 

強震動のみ 0.419 0.421 
津波のみ 0.850 0.943 

強震動と津波 0.282 0.360 
 

表-3 OD間パスの存続確率（H8橋梁） 

ハザード AB間 AC間 

強震動のみ 0.552 0.560 
津波のみ 0.860 0.943 

強震動と津波 0.405 0.496 
 

表-4 S55橋梁の補強前後でのAC間パスの存続確率 

ハザード 補強前 12本補強 35本補強 

強震動のみ 0.421 0.455 0.456 
津波のみ 0.943 0.943 0.944 

強震動と津波 0.360 0.394 0.395 

 

よびAC間にある橋梁が全てS55橋梁かH8橋梁である

場合のOD間パスの存続確率をそれぞれ表-2と表-3

に示す．これらの表より，いずれの橋梁モデルおよ

びハザードに対しても，AC間よりAB間のOD間パス

の存続確率は小さい．これは，津波により大破とな

る確率が大きい，20あるいは31の橋梁がAB間のル

ートに含まれるからである（図-4参照）．また，

「強震動と津波」の場合，「強震動のみ」と比較し

て，各OD間パスの存続確率は小さく，強震動と津

波の連続性を考慮しないと，OD間パスの存続確率

を過大評価する結果となる． 

 AC間において，補強対象の橋梁が全体の約半数

となるようにCiの閾値を1万回と設定した場合の橋

梁区分を図-4に示す．Ciが1万回以上の橋梁12本は

線状に位置しており，これらのみを補強した場合と，

全ての橋梁35本を補強した場合のOD間パスの存続

確率の比較を表-4に示す．表-4より，ハザードによ

らず，両者の結果は概ね等しくなっており，通行可

能性の高いルート上にある橋梁をまとめて補強すること

で，OD間パスの存続確率を効果的に向上できる． 

 

4. まとめ 

 

 南海トラフ地震による強震動と津波を受ける橋梁

の損傷を考慮した道路ネットワークの接続性評価に

基づく補強優先度判定法を提案した．ケーススタデ

ィでは，橋梁を線状に補強することの有用性を示し

た．南海トラフ地震により想定される強震動と津波

強度は相当に大きく，想定した橋梁の補強のみでは，

OD間の接続性を飛躍的に高めることは困難であっ

た．今後は，道路ネットワークのリダンダンシーの

改善（例えば，新経路の導入）などを検討したい． 
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